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^ 現場説明会（現場見学会）の日及び場所
平成22年６月24日 独立行政法人産業技術総
合研究所 つくば西事業所

_ 入札書の受領期限 平成22年７月21日17時
（郵送による場合は必着のこと。）

` 開札の日時及び場所 平成22年７月22日11

時 独立行政法人産業技術総合研究所 つく
ば中央第一事業所 中央本館Ａ棟３階 第１
会議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除。
| 契約保証金 ただし、公共工事履行保証
証券による保証（かし担保特約を付したも
のに限る。）を付した場合には契約保証金を
免除する。

^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の３_の入札書の受領期限までに提出しな
ければならない。また、入札者は、開札日の
前日までの間において、契約担当職から説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。

b 詳細は、入札説明書による。

２ 競争参加資格
\ ＮＥＸＣＯ東日本の契約規程実施細則第６
条の規定に該当しない者であること。

] 土木工事において、開札時に東日本高速道
路株式会社の平成21・22年度一般競争参加資
格を有し、かつ、当該資格の認定の際に算定
された経営事項評価点数が1¶500点以上であ
る者（上記の再認定を受けた者にあっては、
当該再認定の際に、経営事項評価点数が
1¶500点以上であること。）。または、経営事
項評価点数が1¶500点以上である２者または
３者で構成された共同企業体。
なお、経常建設共同企業体、協業組合及び
事業協同組合は、特定建設工事共同企業体の
構成員となれないものとする。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者または民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（上
記]の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。または、この条件を満たす２者または３
者で構成された共同企業体。

_ 確認申請書提出期限の日から落札決定の日
までの期間に、東日本高速道路株式会社競争
参加資格停止等事務処理要領（平成18年８月
７日東高契第269号）に基づき、「地域３」に
おいて競争参加資格停止を受けていないこ
と。ただし、第一次技術提案書提出期限の翌
日から落札決定の日までの期間については、
当社が本工事に関して特に競争参加を認める
場合を除く。

` 平成12年度以降に、元請けとして完成及び
引渡しが完了した次に掲げる施工実績を有す
ること。なお、同種工事の施工実績を同一の
工事において有する必要はない。（共同企業体
の構成員としての施工実績は、出資比率が20

％以上の場合のものに限る。）
・単体の場合は、開削にて施工した半地下構
造で掘削底面から地表面までの高さが13ｍ
以上、内空断面積が295fl以上の工事並び
に非開削トンネル（ＮＡＴＭ工法を除く）
で内空断面積が60fl以上の工事
・共同企業体代表者の場合は、開削にて施工
した半地下構造で掘削底面から地表面まで
の高さが13ｍ以上、内空断面積が295fl以
上の工事
・共同企業体代表者以外にて参加する場合
は、開削にて施工した半地下構造の工事
・共同企業体にて参加する場合は、構成され
る企業体のいずれかが非開削トンネル（Ｎ
ＡＴＭ工法を除く）で内空断面積が60fl以
上の工事

a 次に掲げる基準を満たす現場代理人、専任
の主任技術者または監理技術者を当該工事に
配置できること。なお、専任期間に関しては
入札公告（説明書）及び設計図書によるもの
とする。
{ 専任の主任技術者または監理技術者が、
建設業法の許可業種（土木工事業）に係る
資格を有する者であること。

| 現場代理人、専任の主任技術者または監
理技術者のいずれかの者が、平成12年度以
降に完成及び引渡しが完了した次の経験を
有する者であること。なお、各工事の施工
経験を同一の工事において有する必要はな
く、同一の技術者でなくともよい。（共同企
業体の構成員としての施工実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。）
・単体の場合は、開削にて施工した半地下
構造で掘削底面から地表面までの高さが
6•5ｍ以上、内空断面積が140fl以上の工
事並びに非開削トンネル（ＮＡＴＭ工法
を除く）で内空断面積が30fl以上の工事
・共同企業体代表者の場合は、開削にて施
工した半地下構造で掘削底面から地表面
までの高さが 6•5ｍ以上、内空断面積が
140fl以上の工事

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shirou Shiogama Assis-

tant Director Research Facilities Departm-

ent in National Institute of Advanced In-

dustrial Science and Technology

] Classification of the products to be pro-

cured : 41

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Renovation work for the Tsu-

kuba West-1 building others machinery (air

conditioning) 1 set

_ Fulfillment period : 31 March 2011

` Fulfillment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol-

ogy

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

| have Grade A in terms of the qualifica-

tion for participating in tenders by Na-

tional Institute of Advanced Industrial

Science and Technology (in the fiscal

year of 2009 and 2010)

b Time-limit for Tender : 17 : 00, 21 July,

2010

c Contact point for tender documentation

Research Facilities Development, National

Institute of Advanced Industrial Science

and Technology, 1`1`1, Higashi, Tsu-

kubashi, Ibaraki-ken 305`8561 Japan. TEL

029`861`2142

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年６月１日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 石川 慎一

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 13

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 東京外環自動車道 大和田工事
^ 工事場所 自）千葉県市川市新田２丁目

至）千葉県市川市稲荷木１丁目
_ 工事内容 本工事は、延長1¶668ｍ（延長
には委託区間90ｍを含む）の外環本線部掘割
構造物、市川南ＩＣランプ部並びに京葉ＪＣ
Ｔランプ部の一部を施工する土木工事であ
る。

` 工事概算数量 延長 1¶668ｍ、土工量
約133万ｍ３、土留工 約23万fl、本線部函体
工 1¶578ｍ、ランプ部函体工 1¶738ｍ、コ
ンクリート37万ｍ３

a 工期 契約保証取得の日の翌日から1¶680

日間
b その他 本工事は、入札前に施工業者の優
れた技術力・施工計画立案能力を活用し、工
事目的物の品質の確保を図り、かつ、適正な
工事費を算出することを目的として、競争参
加者から第一次技術提案書の提出を求め、当
社が定める基準により技術評価を行い、当社
が定める評価基準値を満足する者を入札参加
予定者として決定し、第二次技術提案書（詳
細設計を含む）・工事費内訳書等の提出を求
め技術交渉等を行い、入札参加者と価格審査
を実施後、総合評価落札方式で落札者を決定
する設計付入札前技術提案交渉方式の試行工
事である。
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